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１．平成 30 年 10 月期中間期の業績（平成 29 年 11 月１日～平成 30 年４月 30 日） 
（１）経営成績                                                         （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 中間純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

30 年 10 月期中間期 552 2.2 1 △87.9 8 14.4 5 11.2 
29 年 10 月期中間期 540 － 8 － 7 － 5 － 
 

 
１株当たり 
中間純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

 円   銭 円   銭 

30 年 10 月期中間期 33.11 － 
29 年 10 月期中間期 29.77 － 

（注１）潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

 
（２）財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

30 年 10 月期中間期 456 184 40.4 1,047.59 
29 年 10 月期 458 184 40.2 1,044.47 

（参考）自己資本       30 年 10 月期中間期  184 百万円   29 年 10 月期  184 百万円 

 

２．配当の状況 

 
年間配当金 

中間期末 期末 年間 

 円   銭 円   銭 円   銭 
29 年 10 月期 － 12.50 12.50 
30 年 10 月期 －   

30 年 10 月期(予想)  － － 

（注１）30 年 10 月期の期末および合計の配当金額は未定であります。 

 
  



 
 

３．平成 30 年 10 月期の業績予想（平成 29 年 11 月１日～平成 30 年 10 月 31 日）     
   （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円   銭 

通  期 1,277 9.7 △24 － △21 － △13 － △77.94 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 

※ 注記事項 
（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理及び簡便な会計処理の適用：無 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ：無 
② ①以外の会計方針の変更 ：無 
③ 会計上の見積りの変更 ：無 
④ 修正再表示 ：無 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む)  30 年 10 月期中間期 182,400 株 29 年 10 月期 182,400 株 

② 期末自己株式数 30 年 10 月期中間期 6,000 株 29 年 10 月期 6,000 株 

③ 期中平均株式数（中間期） 30 年 10 月期中間期 176,400 株 29 年 10 月期中間期 176,400 株 

 
（注）当社は、平成 29 年４月 27 日付で普通株式１株につき 100 株の割合で株式分割を行っております。このため、

株式数は当該株式分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。 

 
 
※ 中間決算短信は中間監査の対象外です。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。
また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる場合があります。 
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１．当中間決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当中間会計期間における世界経済は、米国及び欧州を中心に先進国の経済成長が高まり、緩やかに減速する中国

を除いた新興国の経済が復調したことで底堅い成長が持続しております。 

わが国経済は、輸入・輸出ともに増加基調を維持しております。 

設備投資も好調な企業収益を背景に引き続き好調となったことに加え、雇用情勢の改善・所得情勢の改善が続くな

かで個人消費・消費マインドは持ち直しており、景気は緩やかな回復基調が続いております。 

当社の属する半導体業界におきましては、前年に引き続き台湾、韓国、中国などにおける半導体製造装置への積

極的な設備投資に加え、国内においては、産業機械系、車載系等の分野における電子回路開発や基板調達の需要が

期待されます。 

このような市場環境の中で、当社は主力事業であるシステム事業において取引先への提案を強化し、プロダクツ

事業及びエンジニアリング事業においても積極的な販売促進活動を行いましたが、プロダクツ事業において当中間

期に利益寄与を見込んでいた製品が一部下期への延納による影響がありました。 

これらの結果、売上高は 552,374 千円（前年同期比 2.2％増）、営業利益は 1,091 千円（同 87.9％減）、経常利

益は 8,669 千円（同 14.4％増）、中間純利益は 5,840 千円（同 11.2％増）となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明 

  ①資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当中間会計期間末における流動資産の残高は428,282千円で、前事業年度末に比べ1,827千円減少しております。

売掛金の減少 14,568 千円、商品及び製品の増加 6,213 千円が主な変動要因であります。 

（固定資産） 

当中間会計期間末における固定資産の残高は 28,671 千円で、前事業年度末に比べ 60 千円増加しております。 

繰延税金資産の増加 212 千円が主な変動要因であります。 

（流動負債） 

当中間会計期間末における流動負債の残高は215,377千円で、前事業年度末に比べ3,873千円増加しております。

買掛金の増加 15,306 千円、賞与引当金の増加 10,195 千円、未払法人税等の減少 16,311 千円が主な変動要因であ

ります。 

（固定負債） 

当中間会計期間末における固定負債の残高は56,782千円で、前事業年度末に比べ6,190千円減少しております。

長期借入金の減少 6,190 千円がその変動要因であります。 

（純資産） 

当中間会計期間末における純資産の残高は184,794千円で、前事業年度末に比べ548千円増加しております。  

当中間会計期間の中間純利益による増加5,840千円、配当金の支払による減少5,292千円がその変動要因であります。 

 

  ②キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は 206,509 千円（前年同期比 6,124

千円増加）となりました。各キャッシュ・フローの状況とその主な要因は以下の通りであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は 28,530 千円（前年同期は 29,468 千円の獲得）となりました。主な増加要因は仕

入債務の増加額13,792千円、売上債権の減少額13,039千円、賞与引当金の増加額10,195千円等によるものであり、

主な減少要因は法人税等の支払額 19,148 千円等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローはありませんでした（前年同期は 370 千円の獲得）。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 13,725 千円（前年同期は 16,405 千円の獲得）となりました。主な増加要因は長

期借入れによる収入 30,000 千円によるものであり、主な減少要因は長期借入金の返済による支出 38,433 千円等に

よるものです。 
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（３）業績予想などの将来予測に関する説明 

平成30年10月期の通期の業績予想につきましては、平成29年12月15日に公表致しました業績予想から変更はござ

いません。 

 

２．サマリー情報（その他）に関する事項 

（１）中間財務諸表の作成に特有の会計処理及び簡便な会計処理の適用 

該当事項はありません。 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

該当事項はありません。  
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３．中間財務諸表及び主な注記 

（１）中間貸借対照表 

(単位：千円) 

        前事業年度 

(平成29年10月31日) 

当中間会計期間 

(平成30年４月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 222,744 237,550 

  受取手形 623 1,426 
    売掛金 127,926 113,357 

  電子記録債権 － 725 
  商品及び製品 9,197 15,410 

  レンタル商品 20,210 10,768 
    仕掛品 42,991 36,105 

  原材料 1,928 7,008 
  繰延税金資産 6,642 6,437 

  その他 723 2,099 
  貸倒引当金 △2,877 △2,608 

    流動資産合計 430,110 428,282 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物附属設備（純額） 351 324 
   工具、器具及び備品（純額） 0 0 

      有形固定資産合計 351 324 

    無形固定資産     

   その他 318 318 

   無形固定資産合計 318 318 

  投資その他の資産    
      出資金 10,501 10,501 

   長期前払費用 4,381 4,325 
   繰延税金資産 568 780 

   敷金 11,199 11,130 
   その他 1,290 1,290 

      投資その他の資産合計 27,940 28,028 

    固定資産合計 28,610 28,671 587,456 
  資産合計 458,721 456,953 458,721 1,776,956 
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(単位：千円) 

         前事業年度 

(平成29年10月31日) 

当中間会計期間 

(平成30年４月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 9,538 8,024 

  買掛金 89,709 105,015 
    １年内返済予定の長期借入金 43,680 41,437 

  未払金 3,157 10,700 
    未払費用 22,369 20,430 

  未払法人税等 19,148 2,836 
  未払消費税等 11,899 7,760 

  預り金 7,478 5,679 
  賞与引当金 3,297 13,492 

  その他 1,225 － 

    流動負債合計 211,503 215,377 

  固定負債     

  長期借入金 62,972 56,782 

    固定負債合計 62,972 56,782 

  負債合計 274,475 272,159 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 99,880 99,880 
    資本剰余金     

      その他資本剰余金 1,797 1,797 
      資本剰余金合計 1,797 1,797 
    利益剰余金     

   利益準備金 5,243 5,772 

   その他利益剰余金   
    繰越利益剰余金 80,844 80,864 

      利益剰余金合計 86,087 86,636 

  自己株式 △3,520 △3,520 

    株主資本合計 184,245 184,794 

  純資産合計 184,245 184,794 

負債純資産合計 458,721 456,953 
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（２）中間損益計算書 

 (単位：千円) 

    
前中間会計期間 

(自 平成28年11月１日 

 至 平成29年４月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成29年11月１日 

 至 平成30年４月30日) 
 

売上高 540,471 552,374 

売上原価 400,723 395,462 400,723 

売上総利益 139,748 156,912 
 

販売費及び一般管理費 130,757 155,821 

営業利益 8,991 1,091 
 

営業外収益    

  受取利息及び受取配当金 0 1  

 助成金収入 550 5,977  
  その他 962 1,895  

  営業外収益合計 1,512 7,874 
 

営業外費用    

  支払利息 627 296  

  上場準備費用 2,296 － 

 

  営業外費用合計 2,923 296 

経常利益 7,580 8,669 

税引前中間純利益 7,580 8,669 

法人税、住民税及び事業税 7,505 2,836 

法人税等調整額 △5,177 △7 

 法人税等合計 2,328 2,828 

中間純利益 5,251 5,840 
         

  

 

【中間売上原価明細書】 

 

区分 
注記

番号 

前中間会計期間 

（自 平成 28 年 11 月１日 

  至 平成 29 年４月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 29 年 11 月１日 

   至 平成 30 年４月 30 日） 

金額(千円) 
構成比 

(％) 
金額(千円) 

構成比 

(％) 

Ⅰ仕入高  297,908 74.3 273,956 69.3 

Ⅱ外注費  39,870 10.0 53,314 13.5 

Ⅲ労務費  53,502 13.3 58,749 14,8 

Ⅳ経費  9,442 2.4 9,442 2.4 

合計  400,723 100.0 395,462 100.0 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算であります。 
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（３）中間キャッシュ・フロー計算書 

 (単位：千円) 

    
前中間会計期間 

(自 平成28年11月１日 

 至 平成29年４月30日) 

当中間会計期間 

 (自 平成29年11月１日 

  至 平成30年４月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

  税引前中間純利益 7,580 8,669 
  減価償却費 129 27 
  貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,110 △269 
 賞与引当金の増減額（△は減少） 3,735 10,195 
  受取利息及び受取配当金 0 △1 
  支払利息 627 296 
  上場準備費用 2,296 － 
 売上債権の増減額（△は増加） △50,113 13,039 
 たな卸資産の増減額（△は増加） 5,610 5,034 
 仕入債務の増減額（△は減少） 64,798 13,792 
 未払金の増減額（△は減少） △10,548 7,542 
 未払費用の増減額（△は減少） 5,017 △1,938 
 未払消費税等の増減額（△は減少） 1,789 △4,139 
  その他 △6,757 △4,275 

 

 
  小計 25,273 47,974 

   利息及び配当金の受取額 0 0 
  利息の支払額 △627 △295 
 法人税等の支払額 △290 △19,148 
  法人税等の還付額 5,112 － 
  営業活動によるキャッシュ・フロー 29,468 28,530 

 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 従業員に対する長期貸付金の回収による収入  360 － 

  その他 10 － 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 370 － 

 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 長期借入れによる収入 30,000 30,000 
 長期借入金の返済による支出 △11,390 △38,433 
 配当金の支払額 △2,205 △5,292 
 財務活動によるキャッシュ・フロー 16,405 △13,725 

 現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 46,243 14,805 

現金及び現金同等物の期首残高 154,141 191,703 

現金及び現金同等物の中間期末残高 200,385 206,509 
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（４）中間財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。  

   

（持分法損益等） 

当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。  

 

（セグメント情報等） 

 当社は、プロダクツ事業、エンジニアリング事業、及びシステム事業を主体とするエレクトロニクス事業を行っ

ており、単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


